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１．はじめに

PFASは非常に多数の物質からなる物質
群である。PFASと総称される一群の物質
は、多数であることおよびいくつかの特性
において、従来から行われてきた化学物質
管理や対策のアプローチが有効かどうか考
える必要がありそうな物質群である。

本稿では、過去にいくらか共通の特性を
持つ物質群に対してどのような対策が試み
られたかの経験から、今後のPFASに対す
る対策としてどのようなアプローチがあり
得るかについて大枠を考えてみたい。

２． 対策を考える観点から見た
PFASの特性

化学物質への対策を考えるには、対象と
する物質の特性に基づいて方向性を考える
ことが合理的である。例えば、残留性・長
距離移動性を有する物質群に対してはス
トックホルム条約1）のような対策となり、
水域での汚染物質であれば環境基準の設
定2）、あるいは工業的に大量生産される化
学物質であればわが国では化審法3）であ
り、国際的にはHPV4）のような枠組みにな
り、他にもそれぞれの特性に応じた管理の

枠組みで対策が行われている。まずは対策
を考える観点から見たPFASの特性を、以
下に整理してみる。

２.１　物質数が多い

4,700余り5）という物質数がCAS番号ベー
スで挙げられている。PFASと呼ぶ物質群
の定義により異なるが、一般に数千になる
多数の化合物からなる物質群である。これ
は我が国の環境管理でよく扱われる物質
数、例えば化審法の優先評価化学物質6）が
200少々、化管法のPRTR第一種指定化学
物質数7）（515）などと比べて非常に多い。

２.２　すべての物質特性は明らかでない

OECDのFact Sheet8）に記載のある成分
は120ほどで、4,700余りのごく一部でしか
ない。すなわち、多数ある物質群のなかの
多くの個物質について物質特性は明らかで
はない。ただし、構造には一定の共通性は
あることから、一群の物質群として扱われ
ることになる。

２.３　組成の変遷の可能性

現代の産業において重要な物質群である
ため、新規の類似物質が次々に現れてきて、
PFASと呼ぶ物質群の組成が常に変遷して
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いく可能性がある。これにより、延べ数とし
ての物質数はさらに増大する可能性がある。

２.４　高度の残留性

PFOS、PFOAはストックホルム条約の
対象となり、PFHxSが同条約で評価中で
ある。有機ハロゲン化合物のなかでも、有
機フッ素化合物として特に高度の環境残留
性が懸念されることは、おそらくすべての
PFASに共通する性質と思われる。

２.５　これまで考慮されていない蓄積性

現代の化学物質管理において、生物蓄積
性は、一般にオクタノール－水分配定数

（Kow）を指標とする疎水性相互作用による
蓄積が想定されている。PCB等の有機塩素
化合物ではこの疎水性相互作用による蓄積
機構が考えられるが、PFASは機構が異な
るように思われる。PFASには、疎水性相
互作用で説明される生物濃縮性はさほど高
くない物質もあり、それにも関わらず生体
中に蓄積されている状況が観察される（例
えば先のFact Sheet8）記載の情報のある物質
において、分配定数は高い場合とそうでな
い場合があり、しかしこれら分配定数に関
わらず生物試料中に検出されることがあ
る）。従来の生物蓄積の前提と異なる蓄積
性を有することが、曝露経路、蓄積メカニ
ズムを考える際の一つの課題となる。

２.６　影響判定が確定しない

PFASのうち、PFOS、PFOA等また他
の物質群に対して各国や評価機関が何らか
の基準値、指針値等を示しつつある9）。し
かし、これらの判断値や参照される有害性
が相互に異なっている場合がある。各国や
評価機関の判断根拠に幅があることが、対
策立案上の一つの課題となる。情報のある
物質に対してもこのような幅があることに
加えて、情報のない多数の物質群の影響を
どう考えるかの課題が加わる。このような

PFASの特性は、現代の化学物質管理にお
いて想定されるリスク評価と管理による対
策アプローチを難しくする。

３． 多数だが個々物質の性質が必ずし
も明らかでない物質群への対応：
過去の経験とPFASの比較

ここで、複雑な組成や内容を持つ物質群
について、評価や管理を試みた過去の経験
を整理してみる。筆者がいくらか経験を持
つ範囲から、水道水中の塩素消毒副生物の
課題10）、ダイオキシン類の臭素および臭素
と塩素の混合置換体である臭素系ダイオキ
シン類の課題11）、LASなどUVCBになる成
分12）の課題を例として考えてみる。表１
に物質群、特性、個別成分の把握、物質群
全体の量、物質群全体の毒性、影響・評価
および政策の各面で整理してみた。

４． PFASの管理・対策への
方向性について

４.１　 非常に多数の物質群であることに
対する対策への方向性

表１から、規制基準等が存在して対策が
とられているのは、大まかには塩素消毒副
生物のうちトリハロメタン類、総量として
のLAS、PFASの一部PFOS、PFOAになる。
これらの物質についての管理・対策の立場
からの特徴を考えると

（a）構造が特定される
（b）環境分析が可能
（c） 構造が特定もしくは群として把握され、

分析が可能な対象に対応する影響評価
が可能

の３点が満たされていることにあると思わ
れる。対策を実施するためのさまざまな検
討や判断の困難を考えれば当然のことでは
あるが、まずは従来の事例で確実に対策が
実施されてきた物質群の領域を示している。
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これらに対し、臭素系ダイオキシン類は、
毒性評価の方法はともかくも存在するが、
分析による正確な把握が困難で、毒性は推
定されても不完全な評価と認識されている。
すなわち（b）の状況が満たされていない。

塩素消毒副生成物のうちトリハロメタン
以外の成分は、同定されても定量は困難で、
毒性評価も困難である。すなわち、（b）（c）
の状況とも満たされていない。ただし、全
有機ハロゲンの分析法が存在し、この指標
は塩素消毒副生物の総量をある程度までの
確度で示していると思われるが、個別の消
毒副生物との構造の関連性が弱く、（b）（c）
の観点から管理・対策の指標には不十分で
あると考えられる。

LASの場合は、これらと逆に個成分が分
離分析されることは通常はなく、LAS全体
として影響評価が行われるが、LAS総量は
一つの集合体として分析可能とみなされ、
影響評価も可能と考えられる。すなわち、
LAS全体量を一つの物質とみなせば、（a）
～（c）の状況が満たされていると言える。

ここでPFASに関連しては、個別成分の
分析はかなり多数について可能であるが、
PFAS全体には全く及ばない。すなわち（a）

（b）の条件は一部で満たされるが、全体
では満たされない。全有機ハロゲンに類似
した総有機フッ素13）の提案があり、全有
機ハロゲンと同様ある程度までの確度で総
量の指標にはなるかもしれない。PFAS前

表１　 複雑な組成や内容を持つ成分への過去の対応とPFASの特性の関係の整理

物質群 構造、有害性 環境分析による
把握

物質群としての
総量に関する科
学的知見や方法

物質群全体の毒
性に関する科学
的知見や方法

影響、評価に関
する科学的知見

管理・対策の実
現状況

塩素消毒副生物 多数の未知成分
が定性的に同定
される。
未知成分にも有
害性への懸念は
あるが個別には
情報がない。

トリハロメタン類
は把握される。
ほか個別成分の
いくつかは定量
分析も可能だが
ごく一部にとどま
る

多数の成分が同
定されたが群全
体の量は不明
全有機ハロゲン
として有機ハロ
ゲン総量を把握
する方法がある
が、個別の消毒
副生物との定量
的な関連性は不
明確

一部の成分に発
がん性などがあ
る
消毒副生物抽出
物から変異原性
を検出
群全体では毒性
不明な物質が多
数

物質群全体の評
価はできない
変異原性のみか
らの影響評価は
未確立
トリハロメタン等
の個別成分の一
部で WHO など
による共通の毒
性学的知見に基
づく評価

トリハロメタン類
は多くの国が規
制基準を定める
一部他の物質も
管理対象
それ以外はほぼ
具体的対策の対
象ではない

臭素系
ダイオキシン類

共通構造以外は
個別には未知の
多数の成分
塩素化ダイオキシ
ンと同様の毒性
が懸念されるが
個別情報はない

全数のうち限ら
れた異性体のみ
が分離分析され
る。ただしそれ
も単一成分かど
うかは不明

クロマトグラムか
ら定性的におよ
その量が把握さ
れるが正確には
わからない

塩素・臭素置換
体 固 有の 毒 性
データはほとん
どないが、塩素
化 体 の ア ナ ロ
ジーとしての評価
は可能

2378 置換体が
分離できれば毒
性評価は可能と
思われるが、分
離分析ができな
いため正確な評
価は困難

臭素系ダイオキシ
ン固有の規制基
準等の対策はほ
ぼないと思われ
る

LASなど
UVCB的な成分

炭素鎖と官能基
の特性で把握さ
れる。
特性で区別され
た物質群として
扱われる

個別の構造はほ
ぼ識別されない
か不明。

LAS 物質群全体
としての量は通常
は把握可能

物質群全体の毒
性としての毒性
強度が把握され
る。個別成分の
毒性は一般に不
明

物質群全体とし
て評価が行われ
る

LAS 総量あるい
はそれぞれの物
質群としての規
制基準が多くの
国で存在する

PFAS フッ素化炭素鎖
の共通構造と官
能基の構造で分
類される

環境中で個物質
として把握可能
な成分は一部の
みで、他は分析
困難ないし分析
法開発が間に合
わない

製品としての出
荷量等は特定可
能でも環境中で
の PFAS 全量の
把握は困難。
総有機フッ素 13）

の 提 案、PFAS
前駆体分析の提
案 14）はある

一部の成分での
み有害性情報が
ある。新規物質
が多数出現する
ためすべての成
分の情報は得ら
れそうにない

重篤あるいは微
量での影響を示
唆する知見と、
有害性が弱い知
見とが混在して
定見に至らない
従来法での生物
蓄積性の評価が
適用可能ではな
い可能性がある

PFOS、PFOAな
どは規制基準が
作られつつある
が、値はかなり
の幅がある
PFAS 全体の対
策は検討段階
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駆体のassay14）はより高い確度でPFAS成
分を示すと思われるが完全に同一ではな
く、これらの試験結果をそのまま（b）（c）
を満たす情報と考えることは難しいように
思われる。ただし、有機塩素化合物に対す
る全有機ハロゲンの位置づけに比べれば、
PFASがそもそも特定の構造特性を有する
合成物質であることから、より（b）（c）
への距離は近いとも考えられる。

これらの考察から、PFASへの対応を考
えてみると、例えば図１のような範囲ごと
に対策の程度を段階的に設定することが一
つの考え方になるのではないか。

こ の図１は 全 く 筆 者 の 試 案 で あ る。
PFASは複雑多数の物質ではあるが、過去
の事例と比べると相互の構造にはPFASと
してかなり明確な共通構造があり、また、
そこから、少なくとも残留性についてはか
なり共通の、影響についてもある程度に共
通性のある可能性が懸念されていることを
考慮することになろう。

例えば図１の１．の範囲に相当する
PFAS物質には、従来から厳格な対策が行
われてきた自明な範囲として同様の対策が

考えられよう。２．の範囲は、PFASにつ
いては、実データにより影響評価ができな
くとも、共通構造に基づく構造類似性の高
さから、対策の範囲になり得ると思われる
が、１．の範囲と同一の根拠は設定できな
いかもしれず、１．に準ずるが強制力のよ
り低い対策のあり方を考える可能性となる
のではないか。

２．と３．の範囲の違いは正確には提案
しがたいが、影響推測の可能性が低い範囲
は、厳格というより監視に近い管理対象に
なっていくのだと思われる。管理対象の範
囲としての総PFASは、この２．または３．
の範囲で設定するのではないか。

４．の範囲は、PFASの場合には現状で
はPFAS前駆体分析また全有機フッ素の分
析法が可能性のある分析法になろう。構造
との関連性が不明なため対策の考え方は難
しい。しかし、PFASについては、その構
造とこれら代替指標の間に相当の共通性が
あると考えられることから、PFAS前駆体
分析あるいは総有機フッ素とPFASの関連
性は、例えば塩素消毒副生物と全有機ハロ
ゲンとの関連性よりははるかに近いと考え

図１　PFAS成分の特性に応じた対策の概念的な整理
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られる。そうすると４．の持つ意義はいく
らかは３．に近い性格とも考え得ると思う。
したがって、PFASの場合には、４．の部
分の物質について、どの程度に３．に近い
性質と判断するかがポイントとなり、今後
の新規物質に対応するための監視・モニタ
リングなど対策の準備措置としての意義を
持つ可能性はあると思われる。

４.２　他の特異性を含めての対策の方向性

PFASの蓄積性は、多くは予測というよ
り環境での観測により判断されてきたと思
われる。PFASの蓄積可能性を、疎水性相
互作用ではないより正確な科学的方法によ
り予測する科学的検討が必要であるが、当
面の対策としては、PFASが基本的な蓄積
性を有するとの想定に基づき、未然防止的
な考え方によることが現実的と思われる。
影響が確定しない点もまた科学的知見の集
積を待つべきところではあるが、同様に当
面の対策としては未然防止的な考え方を構
造や影響の推測可能性を考慮して考えるこ
とになろう。

以上は、概念的かつ筆者の私見であるが、
今後PFASの対策を立案していくにあた
り、このような物質や情報の特性と、それ
に対応する管理の仕組みを関連付けて意識
していくことが、複雑多数の物質に対処す
るための方針になると考える。例えば具体
的には、私が仮に１．２．３．４．などとした
概念的な範囲を具体的な物質種や分析項目
として設定し、対策・措置の内容を情報の
確度に対応させて段階的に、必要により未
然防止あるいは予防原則的な観点も意識し
つつ設定していく 15）ことが一つの可能性、
例になると考える。
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